
協議会の検討状況について

令和８年10月６日

林野庁

（資料４－１）



小グループ会合を随時開催

ウッド・チェンジ協議会のこれまでの活動
【第１回本会合】（令和３年９⽉13⽇）
・⽊材利⽤について各界における取組の発表、意⾒交換
・会合で挙げられた課題等を踏まえ５つの⼩グループで検討を実施することを決定。

【第２回本会合】（令和４年５⽉16⽇）
・⼩グループの成果報告
・関係省庁からの報告

【第３回本会合】（令和４年９⽉30⽇）
・協議会会員の「ウッド・チェンジ」の取組、「⽊材利⽤促進⽉間」での普及活動の発表
・⼩グループでの検討状況についての報告

令和４年

９月

令和３年

５月

９月

【第４回本会合】（令和５年６⽉５⽇）
・⼩グループの成果報告
・関係省庁からの報告

令和５年

６月
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10月 【第５回本会合】（令和５年10⽉２⽇）
・協議会会員の「ウッド・チェンジ」の取組、「⽊材利⽤促進⽉間」での普及活動の発表
・⼩グループでの検討状況についての報告



小グループ会合を随時開催

【第６回本会合】（令和６年６⽉６⽇）
・⼩グループの成果報告
・関係省庁からの報告

令和６年

６月

【第７回本会合】（令和６年９⽉25⽇）
・協議会会員の「ウッド・チェンジ」の取組、「⽊材利⽤促進⽉間」での普及活動の発表
・⼩グループでの検討状況についての報告

９月

2

【第８回本会合】（令和７年10⽉３⽇）
・⼩グループの成果、検討状況の報告
・協議会会員の「ウッド・チェンジ」の取組、
「⽊材利⽤促進⽉間」での普及活動の発表

令和７年

10月
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資料：国土交通省「建築着工統計調査」(令和７(2025)年度)に基づいて林野庁作成。
注：新築のみ（増築及び改築を含まない）。

⾮住宅・中⾼層の⽊造化の状況

3

低層(3階以下)非住宅建築物の床面積の木造率

資料：国土交通省「建築着工統計調査」(令和６(2024)年度)に基づいて林野庁作成。

合計
3000㎡
以上

500～
3000㎡
未満

500㎡
未満

用途・種類等

22%4%7%39%事務所

9%0%2%31%店舗

3%0%2%21%工場及び作業所

5%0%2%20%倉庫

37%15%12%67%病院 ・ 診療所

平成29（2017）年時点

着工した中高層木造建築物の床面積の推移

令和６（2024）年度時点

資料：国土交通省「建築着工統計調査」(平成29(2017)年)に基づいて林野庁作成。

合計
3000㎡
以上

500～
3000㎡
未満

500㎡
未満

用途・種類等

27%3%9%50%事務所

9%0%2%43%店舗

3%0%3%25%工場及び作業所

5%0%4%22%倉庫

51%0%18%79%病院 ・ 診療所

用途別・階層別・構造別の新築着工建築物の床面積

資料：国土交通省「建築着工統計調査」(令和７(2025)年)に基づいて林野庁作成。
注:「住宅」とは居住専用住宅、居住専用準住宅、居住産業併用建築物の合計であり、「非住宅」とはこ
れら以外をまとめたものとした。
注:「新築」のみについて集計しているため、左図「建築物の木造率の推移」の木造率とは一致しない。

中高層の
木造率は
0.1%程度

木造率が伸びていない

増加傾向

1 

8 

129 

1,351 

1,175 

4,971 

6,373 

2,565 

5,827 

5,346 

0 10,000

6階以上

4～5階

3階

2階

1階

（千m2）

0 

22 

4,731 

27,042 

5,838 

9,821 

2,871 

3,274 

3,157 

992 

010,00020,00030,00040,000

住宅 非住宅

非木造 木造



ウッド・チェンジ協議会小グループの構成メンバー

⾼層ビルG中低層建築物G環境整備・普及G

中央⽇本⼟地建物㈱、
東京海上⽇動⽕災保険㈱、
ヒューリックグループ、三菱地所㈱

中央⽇本⼟地建物㈱ 、
ヒューリックグループ、三菱地所㈱

中央⽇本⼟地建物㈱、
東京海上⽇動⽕災保険㈱、
ヒューリックグループ、
⽇本マクドナルド㈱、
㈱セブン-イレブン・ジャパン、
三菱地所㈱

施主

㈱⽇建設計㈱久慈設計㈱久慈設計、㈱⽇建設計、
(公社)⽇本建築⼠会連合会

設計事業者
・団体

㈱⼤林組、㈱シェルター、
住友林業㈱、㈱⽵中⼯務店、
東急建設㈱、前⽥建設⼯業㈱、
（⼀社）⽇本建設業連合会

㈱⼤林組、㈱シェルター、
住友林業㈱、㈱⽵中⼯務店、
東急建設㈱、ポラス㈱、
前⽥建設⼯業㈱、
ライフデザイン・カバヤ㈱、
鉄建建設㈱

㈱⼤林組、㈱シェルター、
住友林業㈱、㈱⽵中⼯務店、
東急建設㈱、前⽥建設⼯業㈱、
ライフデザイン・カバヤ㈱、
(⼀社)住宅⽣産団体連合会、
全国建設労働組合総連合

建設事業者
・団体

銘建⼯業㈱中国⽊材㈱、SMB建材㈱、
ナイス㈱、銘建⼯業㈱、
(⼀社)中⼤規模⽊造ﾌﾟﾚｶｯﾄ技術協会、
(⼀社)全国⽊材組合連合会

SMB建材㈱、ナイス㈱、
全国森林組合連合会、
(⼀社)全国⽊材組合連合会、
(⼀社)⽇本林業経営者協会

⽊材供給
事業者・
団体

（⼀社）⽇本ビルヂング協会連合会、
（⼀社）不動産協会、
（公財）⽇本住宅・⽊材技術センター

農林中央⾦庫、
(公財)国際観光施設協会

(公社)経済同友会、
⽇本商⼯会議所、
農林中央⾦庫、
(公財)⽇本住宅・⽊材技術センター、
(⼀社)⽇本ウッドデザイン協会
(公財）国際観光施設協会

関係団体

全国知事会全国知事会全国知事会、全国市⻑会、
全国町村会、
みなと森と⽔ネットワーク会議

⾏政団体

(国研)森林研究・整備機構 森林総合研究所(国研)森林研究・整備機構 森林総合研究所研究機関

国⼟交通省国⼟交通省国⼟交通省関係省庁

(⼀社)九州経済連合会(⼀社)九州経済連合会(⼀社)九州経済連合会オブザーバー

林野庁(公財)⽇本住宅・⽊材技術センター林野庁事務局
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環境整備・普及グループの取組

○木材利用促進の環境を整備するため、実物件において関係者がどのように連携してきた
のかを見える化し、これから木造化に取り組もうとする設計者、施工者の参考となる情報を
提供していく必要

〇建築主等へ木材利用を訴求するためには、心理面や身体面のほか、生産性や経済面等
の多様な面からの事例を整理して普及することが必要

課 題

〇情勢の変化への対応（LCAへの対応等）や、協議会の成果物等の普及に係る対応を検討

グループの目的

○パッシブタウン第５街区における木材コーディネーターの取組について情報提供

○建築物での木材利用を促進するための川上から 川下までの連携事例集に新たな事例を
追加し公表

過去１年の取組

今後のスケジュール（予定）
第２回会合：令和８年12月頃

○これまでに収集・整理した木の良さや効果についての
普及資料の周知を進めるとともに、更なる事例の収集や
普及方法等について検討

〇実物件による川上、川中、川下の連携事例を会員から収集
〇事例を取りまとめ、ホームページへ公表するなど広く情報を展開

今後の取組
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中低層建築物グループの取組

〇中低層木造建築物の主な担い手として期待される地域の工務店等は、非住宅建築におけ
る施工の経験が少ないため、地域の工務店等による非住宅中低層建築物の木造化を実現
する必要

課 題

〇汎用性のある中低層木造建築物の推進に向けた技術的課題への対応を検討

グループの目的
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○非住宅の施工現場等で必要な発注主体や施工方式等を考慮した実用性の高い中低層木
造建築物の施工管理図書の様式（ひな形図書）を作成し普及

過去１年の取組

今後のスケジュール（予定）
第２回会合：令和８年10月頃
第３回会合：令和９月１頃
セミナー開催：令和８年10月

令和９年３月頃

〇地域金融機関の木造化標準モデル等、普及資料の
作成を検討

〇上記の成果に関する普及セミナーを開催

今後の取組



高層ビルグループの取組

〇建築主等に対して都市部の建築物における木材利用の魅力・可能性を訴求していくため、
高層木造ビルに関する事例集の作成等による普及活動により高層建築物での木材利用を
促進

グループの目的
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〇高層木造ビル事例集巻末に高層ビルの木材利用量や炭素貯蔵量を明示し公表

〇過去に高層木造ビルに取り組んだゼネコンやデベロッパーへインタビュー実施しホーム
ページに公表

過去１年の取組

〇最新の高層ビルの事例を収集
〇林野庁ホームページへ公表

今後の取組
今後のスケジュール（予定）

第１回会合：令和８年12月頃
第２回会合：令和９年 ３月頃

〇高層ビルの木造化が継続的な取組となるようこれまで取り組んだことのない事業者や過去
に取り組んだものの、近年、取組の無い事業者に対し訴求していく必要

〇過去の事例を振り返りつつ、今後の展開に繋げていく必要

課 題


